



























































































































































（閣僚会議）において「ボローニュ憲章 (The Bologna Charter on SME Policies)」と
いう国際的宣言を纏め，２０００年３月に EU 理事会採択の「リスボン戦略」を
踏まえて同年６月に EU 理事会は「欧州小企業憲章 (European Charter for Small
Enterprises)」を採択し，小企業重視の姿勢を示し，２００８年１２月には「欧州小
企業議定書 (“Think Small First”: Small Business Act for Europe)」を採択して，小企
業政策の中心としているが，まさに中小企業政策重視の典型的な事例である５）。















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































有限責任事業組合契約法 有限責任事業組合 (LLP) 制度の創設



































































































































































































































～２００２ 基本保証料率 １．０％ 普通：０．５７％ 無担保：０．４３％
２００３～ 有担保：１．２５％ 無担保：１．３５％ 普通：０．８７％ 無担保：０．８７％
（出所） http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kihon/2005/download/050712seisakubukai.shiryou3.pdf
（表４） 段階別保証料率の例（１，０００万円超・無担保の場合）
料率区分 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９
保証料率 ２．２０ ２．００ １．８０ １．６０ １．３５ １．１０ ０．９０ ０．７０ ０．５０
責任共有保証料率 １．９０ １．７５ １．５５ １．３５ １．１５ １．００ ０．８０ ０．６０ ０．４５
＊） 保証料は，CRD 協会の運営する「中小企業信用リスク情報データベース」を利用して財務評価
を行ない，財務以外の定性要因も加味して決定される。






















倒産回避件数（件） Ａ＝Ｂ－Ｃ １，８６７ ７，７８２
推定倒産件数（件） Ｂ １８，８６２ １９，２７４













































































区 分 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 累 計




















決算整理後の損益 ０ △１，８６５ △４，７２５ △５，９５３ △６，０７８ △４，０９２ △２，５５７ △１，６３１ △２６，９０４


























































































３２） この点については，村本 [2005b] [2010] で詳細に論じたので，割愛する。
























































総 額 中小企業 大企業
土地 １７０兆３，１４２億円 ９０兆８，２９４億円 ７９兆４，８４８億円
現金・預金 １３４兆６，５６７億円 ７７兆５，３７３億円 ５７兆１，１９４億円
























産債権担保融資として ABL (asset-based lending) として定義されるものが必要と
され，企業の事業収益資産に着目し，在庫や売掛債権等を活用した新たな資金
調達の方法とする融資手法として普及が図られている




























験者を委員とする ABL 研究会において，ABL 普及のための今後の課題を報告
書として取りまとめたほか，ABL のテキスト（一般編，実務編）を経済産業省






















































































































































































































価証券報告書，事業報告，アニュアル・レポート，CSR (Corporate Social Respon-









































































































































































































② 貸出債権担保：CDO (collateralized debt obligation. CLO, CBO)，住宅ローン








































































































































(CBO) １８９社 １５０．６億円 ２．５７％ ２年一括償還 １億円 保証なし みずほ銀行
福岡県新金融システム (CLO)








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































登 [2008]，大沢 [2009] 参照）。
６１） 村本 [2012c] で論じた。
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― ―２１３
















































































































































































福証 Q ボード ２０００年５月 ７社
（注） 上場企業数は，JASDAQ を除くと，２０１４年１月現在。各所 HP による。東



















投資規模（金額） ５２４億円 ７９１億円 １，４４０億円
組成ベンチャー・ファンド数 ３４ ４９ ８５
出資（投資先）企業数 ６３０ ９７０ ２，１０５












































（注）０９年時点。集計対象は OECD 加盟国の GDP 上位国。
（資料） OECD “Entrepreneurship at a Glance 2010”，ベンチャーエンタープライズセ
ンター『２０１０年ベンチャービジネスの回顧と展望』，内閣府『国民経済計算』。
（出所） 日本銀行『金融システムレポート』２０１３年４月号，p. 20。







































発展し，近年 JOBS Act (Jumpstart Our Business Startups Act, 2012 April) の中で規定
６６） 実際にクラウドファンディングで資金調達した事例を見ると，金融機関の審査には馴染ま
ないないし理解を得られないとの判断から，funding portal に持ち込んだとの状況がある。
































































































































































































































































































































































































































区分 ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２
件 数
全体 １９，０８７ １６，２５５ １３，６７９ １２，９９８ １３，２４５ １４，０９１ １５，６４６ １５，４８０ １３，３２１ １２，７３４ １２，１２４
資本金１億円未満 １８，６８７ １５，８７７ １３，３９２ １２，７５５ １３，０１１ １３，８２６ １５，２５７ １５，１３０ １３，０７４ １２，５４３ １１，９５８
負債金額
全体 １３７，８２４ １１５，８１８ ７８，１７７ ６７，０３５ ５５，００６ ５７，２７９ １２２，９２０ ６９，３０１ ７１，６０８ ３５，９２９ ３８，３４６
資本金１億円未満 ７７，５４０ ５７，６５１ ５３，６５６ ４７，２０９ ３７，５９８ ３７，２６４ ４２，７３２ ３８，２２３ ２６，７７８ ２７，９１５ ２２，０７６
（出所）『中小企業白書２０１３年版』付属統計資料。
３ ６ ９ １２ ３ ６ ９ １２ ３ ６ ９ １２ ３ ６ ９ １２ ３ ６ ９ １２ ３ ６ ９ １２ ３ ６ ９ １２
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